
デイサービス友 運営規程 
 

（事業の目的） 

第１条  社会福祉法人名古屋キリスト教社会館が実施するデイサービス友（以下「事業所」という）が行う通所

介護、予防専門型通所サービスの事業（以下「事業」という）の適正な運営を確保するために人員及び

管理運営に関する事項を定め、事業所の生活相談員、看護職員、介護職員、機能訓練指導員（以下「従

業者」という）が、要介護状態又は要支援状態にある方もしくは事業対象者に対し、適正な事業を提供

することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条  

（１） 事業の提供にあたっては、要介護者状態等となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅

において、その有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう配慮して援助に努める。 

生活機能の維持又は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の

社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るも

のとする。 

（２） 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場にたって、利用者に提供される事業が適切なものに

なるように努める。 

（３） 予防専門型通所サービスの提供にあたっては、要支援状態又は事業対象者となった場合においても、そ

の利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活

上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身の機能の維持回復を図り、もって利用者の生活

機能の維持又は向上を目指すものとする。 

（４） 事業の実施に当たっては、関係市町村、居宅介護支援事業者及びいきいき支援センター等、地域の保健・

医療・福祉サービス等との綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

 

（事業所の名称等） 

第３条  事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

（１） 名称    デイサービス友 

（２） 所在地   名古屋市南区三吉町６丁目１７番地 

 

（従業者の職種、員数及び職務内容） 

第４条  事業所に勤務する従業者の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 

（１） 管理者  １名（常勤兼務） 

管理者は、事業所の従業者の管理、利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一

元的に行うとともに、具体的なサービス内容等を記載した事業計画を作成するとともに、従業者に運営

に関する基準を遵守させるため必要な指揮命令を行う。 

（２） 従業者 

ア 生活相談員  ２名以上 

生活相談員は、利用者及び家族からの相談や、事業の提供、事業所に対する利用の申込に係る調整補助

等、電話相談、面接相談、訪問相談に従事する。 

また、地域の要介護高齢者の実態等の把握及び広報、地域交流の企画、実施に努める。 

イ 介護職員  ３名以上 

介護職員は、入浴、排泄、食事等の日常生活の介助、送迎及び援助に従事する。 

介護職員は、それぞれの利用者について通所介護計画書を作成し、その内容に従ったサービスの実施状

況及び目標の達成状況の記録を行う。介護職員はレクリエーション、年間特別行事を企画、実施する。 

ウ 機能訓練指導員 １名以上 

機能訓練指導員は、日々の生活に支障がきたさない様に機能訓練の実施、従業者の指導に当たる。 

エ 看護職員  １名以上 

看護職員は、利用者の日々の健康状態を面接及び検査等で確認し、利用者の状態にあった事業計画が実

施されるよう、介護職員と連携する。 

利用者の健康管理・保健衛生の管理に当たる。 

   オ 調理員       １名以上 

     調理員は、給食業務に従事する。 

 



（営業日及び営業時間） 

第５条 本事業所の営業日及び営業時間は、本会の就業規則に準じて定めたものとする。 

[通所介護、予防専門型通所サービス] 

（１）営業日   通常月曜日から土曜日までとする。ただし、１２月３１日から１月３日までを除く。 

（２）営業時間  ８：３０～１７：３０とする。 

（３）サービス提供時間 ９：２０～１６：３０とする。 

      

（利用定員） 

第６条 事業所の利用定員は、次のとおりとする。 

[通所介護、予防専門型通所サービス]  

（１）１日 ２０名  

 

（事業の内容） 

第７条 事業の内容及び、提供方法は次のとおりとする。 

[通所介護、予防専門型通所サービス] 

（１）日常生活上の世話 

（２）食事・おやつの提供 

（３）入浴（一般浴・特別浴） 

（４）日常生活動作の機能訓練 

（５）レクリエーション 

（６）健康チェック 

（７）送迎 

 

（契約等） 

  （１）利用者の申し込みを受ける場所：本事業所の受付窓口 

  （２）提供方法：事業の提供の開始に際し、あらかじめ利用者申込者又はその家族に対し、運営規程の概要、

提供サービスの内容等、申込者の選択すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、

当該当提供の開始につて利用申込み者の同意を得る。 

  （３）居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画に沿った通所介護計画・予防専門型通所サービス

計画を作成し、サービス提供を行う。通所介護計画・予防専門型通所サービス計画は、必要に応じて変

更を行う。 

 

（利用料その他の費用の額） 

第８条  

（１）事業を提供した場合の利用料の額は、介護報酬の公告上の額とし、名古屋市介護予防・日常生活支援総合

事業の実施に関する要項別表に記載された額とする。なお、事業が法廷代理受領サービスであるときは、

利用者の介護保険負担割合証に記載された割合に応じた額とする。 

（２）次条の通常の実施地域を越えて行う送迎に要した交通費は、１回の延べ運行距離数が８キロメートルを超

える時、１キロメートル当たり５０円で換算した額を徴収する。 

（３）通所介護、予防専門型通所サービスの食費は、一食につき５００円、おやつ・飲み物代１００円を徴収す

る。 

（４）その他の費用の徴収が必要となった場合については、その都度利用者等と協議し、同意を得たものに限り

徴収する。 

 

（通常の事業の実施地域） 

第９条 通常の事業の実施地域は、名古屋市南区（名南中学校区・南光中学校区）、緑区（大高小学校区）とする。 

 

（緊急時等における対応方法） 

第 10 条 天災事変その他利用者に緊急事態が生じた場合は、あらかじめ届け出ている利用者の家族等緊急連絡先

に通報し対応を協議する。 

利用者の緊急連絡先と連絡が取れない場合、管理者は現場と協議し対応する。その場合、管理者は処置

後停滞なく利用者の家族等に状況を報告する。 

 

（非常災害対策） 

第11条 管理者は消防法に規定する防火管理者を定めるものとし、その防火管理者は次の業務を行う。 



（１）防火計画をたてて、その計画により、消火、避難、救出その他必要な訓練を年１回以上行う。 

（２）災害の発生するおそれのある箇所及び消火、非常口、避難設備及び警備設備は常に点検し、整備を行う。 

（３）その他、非常急迫の事態に備え、とるべき措置についてあらかじめ対策をたて、利用者及び職員の避難

訓練を行う。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第12条 事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の措置を講ずる。 

  （１）虐待の防止のための対策を検討する委員会を年３回定期的に開催し、その結果について従業員に周知徹

底を図る。 

  （２）虐待の防止のための指針を整備する。 

  （３）従業員に対し、虐待の防止のための研修を年１回定期的に実施する。 

  （４）上記（１）から（３）までを適切に実施するための担当者を置く。 

 

（その他運営に関する重要事項） 

第13条 

（１）本事業の社会的使命を充分確認し、常に職員の質の向上を図るための、研修等の機会を設けると共に 

業務体制を整備する。 

（２）従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 

（３）従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者でなくな 

った後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容に含むものとする。 

（４）この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は、社会福祉法人名古屋キリスト教社会館と事業

所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

 

 

附 則 

この規程は、２００６年年４月１日から施行する。 

この規程は、２００７年年４月１日から施行する。 

この規程は、２００９年４月１日から施行する。 

この規程は、２０１０年４月１日から施行する。 

この規程は、２０１１年４月１日から施行する。 

この規程は、２０１２年４月１日から施行する。 

この規程は、２０１２年11月１日から施行する。 

この規程は、２０１４年６月１日から施行する。 

この規程は、２０１６年４月１日から施行する。 

この規程は、２０１８年５月１６日から施行する。 

この規程は、２０１９年４月２３日から施行する。 

この規程は、２０１９年12月１日から施行する。 

この規程は、２０２１年６月１日から施行する。 

この規定は ２０２２年６月１日から施行する。 

 この規定は ２０２３年７月１日から施行する。 

 この規定は ２０２６年3月１日から施行する 


